	機械設計業


平成23年東日本大震災以降、原子力発電所の停止などの事態を受けて、原子炉関連の設備投資は減退傾向にあり、そうした関連の設計業務が下火になっている。それにより、関西の中小機械設計業は大幅な受注減少になっている。業績回復には新たな公共投資への期待がみられるが、成長分野の設計受注の発掘、獲得が必要である。アベノミクス効果で全国的には設計需要が増加傾向にあるようだが、関西におけるその動向は、産業構造の影響も受けて薄日といわざるをえない。

業界概要

機械設計業とは、「発注元の要請により、機械、電気工学を基本として創意、考案し、機械の物理的実体の具体的構造を決定して、その機械を製造するための計画組立図面及び設計書等の作成並びに、制作可能な詳細図面を作成する業務を行う事業所」である（経済産業省『特定サービス産業実態調査』）。機械設計業は戦後、機械工業の発展とともに成長に至った産業である。昭和30 年代に産業機械をはじめとする生産設備の自動化が多くの中小企業に波及し、40年代になると省力化、公害防止、省資源化のための設備投資需要が高まり、設計需要が増加した。

機械設計業の業態は、①社員を発注元に長期間派遣する「要員派遣方式」、②定型的な図面を製作する「外注契約方式」、③メーカーや商社から機械プラントの開発・設計を請け負う「請負契約方式」、④発注元の要望に応じて、機械を開発・製作納品する「開発納品方式」の４つに分類される。実際には、これらの形態を兼ねあわせている事業所がほとんどである。　

また、大手メーカーのエンジニアリング部門が独立した兼業事業所と、独立の設計業者が創業した専業事業所の形態が存在する。ここで対象とするのは、小・中規模の事業所が多い後者である。
　大阪の地位

当業界は、主要な発注元となる大企業を中心としたメーカーが多い大都市に集積しており、大都市立地型産業であるといえる。平成元年に法人化された「一般社団法人日本機械設計工業会」の加盟事業所105 社を地域別にみると、関東支部15社、中部支部25 社、関西支部36社、中・四国支部23社、九州支部６社となっている。このように加盟事業所数からみれば、大阪府、兵庫県を中心とした関西に会員数が多いのは、工業会が発足した経緯によるものである。
総務省『経済センサス-活動調査』によると、平成24年における全国の事業所数は7,201か所、従業者数９万1,506人である。大阪府における機械設計業は事業所数525か所、従業者数4,111人で、それぞれ都道府県別順位と全国に占める割合は、事業所数で４位（7.3％）、従業者数で５位（4.5％）となっている（表１）。同年調査において、都道府県別で事業所数が最も多いのは、東京都（829か所）で、以下、神奈川県（820か所）、愛知県（685か所）、大阪府（525か所）、兵庫県（410か所）と続いている。

経済産業省『平成22年特定サービス産業実態調査報告書』によると、年間売上高では、大阪府は176億100万円、全国の3.9％を占める。また、大阪府は従業者１人当たりの機械設計業務に従事する年間売上高は比較的高い水準（全国９位，921万円）だが、１事業所当たりの機械設計業務の年間売上高は低い（全国８位，5,316万円）という特徴を有する（表２）。
事業所数は増加傾向だが、今後集約化へ

　14年以降は、自動車産業やＩＴ関連産業を中心に国内で設備投資が積極的であったため、事業所は増加傾向だったが、平成21年の調査以降は、減少傾向に転じる。景気の拡大期には、中大規模の事業所から独立創業などにより、事業所数が増加する傾向にあるが、固定資本が比較的少なく撤退も容易であるため、景気の動向によっては事業所数が減少する。そのため、今後の景気では大きく変動することが見込まれる。

加えて、近年では発注元がセキュリティ面や納期対応の信頼性などを確保するため、実績を有する法人設計業者をまとめ役に発注する、いわゆるピラミッド方式によるケースが多い。それにより、個人事業者が独立創業しても、信頼性の面から発注されるケースが減少している。したがって、現在、実績を有し技術や取引状況などで優位性のある、業界大手の中堅設計事業所に発注が集中する傾向がみられる。
受注は持ち直しながらも、低空飛行

当業界は、対象となる機械工業、液晶・半導体装置、プラントメーカーの需要の影響を受けながら成長を遂げてきた。バブル経済の崩壊以後の長期の景気停滞期には、機械設計業は厳しい経営を強いられたが、その後、自動車などの輸出産業による牽引、さらに国内の原子燃料工業関連での旺盛な設備投資により、需要は拡大に転じた。しかし、20年後半に生じた世界規模での金融危機の影響が実体経済に及んだことで、各産業における設備投資意欲が急速に減退した。Factory Automation関連の設計受注は比較的底堅いが、それ以外の受注は増加傾向ながらも、低空飛行の状況が続いている。関東地域や中部地域の生産機械関連分野では景気回復感がみられるようだが、関西の機械設計業界においては、景気浮揚感が着実であるとはいいきれない。特に、原子力関連部品等の製造が集積する兵庫県姫路地域において、それらの製造装置の設計需要が大幅に激減したことが大きな要因となっている。

　収益は横ばい

受注量の大幅な回復が見込めず、各事業所とも収益状況は低迷している。また、各社における設備投資総額の規模が縮小傾向にあり、コストダウン要請は厳しくなっている。また、工事期間が短くなり、機械設計の納期が短縮し、設計見積コストや価格が切り詰められている状況にある。加えて、関西では関東、中部よりも低い設計時間チャージが業界内で定着しており、見積価格が抑制される結果、収益が低迷傾向にある。

資金繰りは厳しい
機械設計業の主な経費は人件費であり、加えて設計機器、ソフトウェアなどのリース料や家賃などの固定的経費が大きなウェイトを占める。一般的に機械設計業は、創業に要する初期投資額は比較的少ない。しかし、近年、２次元ＣＡＤだけでなく、３次元ＣＡＤの導入が求められており、固定的経費が増加傾向にある。

業界では、一般的に現金取引が多いことから比較的売掛金の回収は容易である。しかし、景気が回復し、受注案件が増加するまでは、多数の設計技術者を抱えているため、資金繰りは楽とはいえない。ただし、ヒアリング企業では、銀行の貸出し姿勢が前向きになり、資金調達に大きな問題はないとの意見が聞かれた。
　景気回復前にいい人材を確保したい　　　　
　発注元業界の景況によって、設計に必要な技術者数が大きく変動する。普段から発注元へ技術者を派遣したり、常駐させたりしており、技術者の配置転換がままならない。そのため、景気回復期に向けて、即戦力の技術者を抱えておかないと、納期や品質面で問題を生じる可能性がある。そのため、現段階から技術者を雇用し、養成しておく必要がある。ヒアリング企業では、工業高校よりも大卒や文科系の女性を採用し、社内で養成し優秀な技術者として活躍させている。

　リスク分散と新たな事業の方向性
当業界は、取引先業界の景況による影響を強く受ける。業界企業では、特定の取引先と密接な関係を構築し、長期安定した取引を目指す事業所が多い。現在はその傾向が強まっている。発注元は信頼、納期、品質を検討すれば、「勝手知ったる」技術者や「納品実績のある」事業者へ発注契約しているほうが安心だからである。中小・中堅設計事業者は、リスク分散のために取引先分野の開拓に注力し一定の成果をみるが、主要な受注は過去の発注元からのものが大勢を占め、系列関係が強まっている。

新たな事業の柱として、テクニカルイラストや展開図、パーツカタログなどを受注し、専用ソフトを使い、より簡易にカタログや取扱説明書などへ展開できる３次元図面との組み合せのサービスが堅調である。

そのほかには、機械設計における高度な素材や機構設計、解析技術を活かして、独自ブランドの工業材料を企画設計、製造販売する自社ブランド事業を有するケースが見られる。しかし、市場参入が後発にもかかわらず、ユーザーニーズを具現化し、新たな需要を見定めて開発するなど機械設計とは異なった、マーケティング、販売などのノウハウが必要であり、簡単に事業化できないため、このケースはまだ少ない。
　今後の見通し

各団体等からの景気動向判断からみれば、設備投資面がいまだ不透明で、完全に上向きといえない状況にある。したがって、そうした設備投資の設計業務を受注する本業界ではいまだ全般的な景気浮揚に結びついていない。今後は、公共投資や次世代製品の開発投資などが上向くことを期待しつつ、足元の受注を確実にこなし、強固な信頼関係を築くことに注力する。加えて、社内の技術者を着実に確保・育成し、景気浮揚期における受注に応じられるように準備することが求められる。
（松下　隆）

表１　機械設計業の事業所数及び従業者の推移
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（カ所） （人） （カ所） （人） （カ所） （人）

全国 7,626 119,604 8,644 108,823 7,201 91,506

大阪 586 6,958 644 5,972 525 4,111

東京 927 18,971 1,013 14,436 829 10,710

神奈川 857 30,802 1,056 16,908 820 20,718

愛知 891 15,495 844 21,169 685 14,850

兵庫 424 8,734 482 8,760 410 7,480

静岡 378 3,154 400 3,309 358 2,909

広島 353 4,069 381 5,609 323 3,363

埼玉 322 2,499 336 1,981 273 1,793

福岡 254 2,331 297 2,961 255 2,780

千葉 166 1,276 181 1,561 193 1,268

平成18年 21年 24年


資料：平成13・18年『事業所・企業統計（新産業分類（平成19年11月改定）による平成13年、18年の特別集計）』と平成21年『経済センサス-基礎調査』または、平成24年『経済センサス-活動調査』これら事業所統計と経済センサスについては、調査の連続性はない。

注：都道府県の並びは、大阪を除き、平成24年統計の事業所数順位による。
表２　機械設計業の年間売上高

[image: image2.emf]（カ所） （人） (百万円） （万円） （万円）

全国 4,410 50,840 451,090 9,406 953

大阪 316 2,399 17,601 5,316 921

神奈川 452 5,710 53,811 11,401 946

東京 503 6,618 68,116 11,818 1,116

愛知 523 11,437 92,857 16,386 976

兵庫 273 5,495 60,642 20,432 1,115

静岡 242 1,779 19,459 7,095 979

広島 215 2,148 21,260 8,212 913

埼玉 144 1,208 13,833 9,121 976

福岡 173 1,101 8,368 4,376 819

千葉 93 686 6,055 5,711 1,040
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資料：経済産業省『平成22年特定サービス産業実態調査』
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